
 

令和３年度事業運営方針及び財政運営方針 

新型コロナウイルスの世界的大流行（パンデミック）、変異株の拡大等により、医療危機、社会経 

済的危機、更には雇用情勢の危機でもある中で、新年度がスタートしました。 

センターとしましても感染拡大防止対策を第一優先順位として位置づけ、可能な対策をできる限り 

講じて講習等を実施して行く所存ですが、集団行動となることから受講を敬遠したり、自粛すること 

等も予想され、受講者数の大幅な減少や講習の休止等も考えられるところです。 

 更に新年度から、受講条件や教材費の見直し、出張講習費用の一部負担のお願い等の改正をしたこ 

とが、当センターの業務運営に少なからず影響が及ぶことも懸念されるところです。 

しかし、労働安全衛生法における就業制限業務に対応する必要な資格取得は、法令遵守の面から常 

に求められるものであり、安心安全な講習の実施と、各方面の関係者からの要請に対応することが必 

要と考えているところであり、常設の登録教習機関としてのセンターの使命としているところであり 

ます。 

これらの要請に対応するために、県下４拠点の教習施設を重点として、充実した内容による的確な 

講習を実施するとともに、引き続き関係団体及び関係教育機関等との連携の強化を図ることにより、 

きめ細やかな年間講習計画に沿った講習を実施するほか、各方面からの要請に応じた年間計画以外の 

教習事業についても、積極的な出張講習等の展開を図ることとします。 

教習等事業を実施するに当たりましては、単なる資格付与にとどまらず、安全に対する意識を身に 

つけるための講習として位置付け、教習内容の充実と向上を目指すとともに、有能な技能者の育成に 

努め、もって、労働災害の防止と産業社会の発展に寄与する所存です。 

 一般社団法人としましては、引き続き的確な事務・会計処理を行うとともに、業務内部監査を 

実施するほか、業務の効率化にも力を注ぎ、健全な財政基盤の確立を目指します。 

Ⅰ 事業運営の基本方針 

１ 計画的な講習等の実施 

（１）きめ細やかな年間計画の策定と実施 

県下４拠点（飯田、松本、長野、佐久）における講習等の受講状況及び地域からの要請や 

実情等に配慮した年間計画の策定と実施 

 会場別の実施計画回数                    （ ）内は前年度計画数 

 計 飯田 松本 長野 佐久 

実 技 教 習 １５回（ 16） １２回(  13) ３回(  3)   

技 能 講 習 ２２７回（226） ８２回(  82) ６９回( 68) ４８回( 49) ２８回( 27) 

特 別 教 育 ９４回（ 95） ３５回(  36) ３４回( 34) １６回( 16) ９回( 9) 

安 衛 教 育 ６回（  6） ３回(   3) ３回(  3)   

計 ３４２回（343） １３２回( 134) １０９回(108) ６４回( 65) ３７回(36) 

 

（２）関係団体等との連携による年間計画以外の技能講習及び特別教育等の積極的な実施 

① 労働基準協会との連携による講習時期の設定に基づく積極的な実施 

② 建設業協会等各種団体等との連携による講習時期の設定に基づく積極的な実施 



③ 教育機関との緊密な連携による講習時期の設定に基づく積極的な実施 

④ 企業等からの個別要請に対応した講習の設定に基づく積極的な実施 

 （３）講習等事業計画 

   令和３年度の講習等事業計画（講習種目・受講者数）は、資料１９のとおり 

２ 適正かつ充実した技能講習等の実施 

（１）業務規程に基づく適正な技能講習等の実施 

（２）講習体制の強化・施設・教材の整備等による受講環境の一層の充実 

（３）研修体制の充実による講習方法・講習内容の向上 

① 講師連絡会議・研修会の実施（年２回以上開催） 

② 外部研修会への積極的な参加 

③ 実施管理者研修会の実施（年１回程度開催） 

（４）受講者の安全衛生対策への適切な対応 

（５）職員・講師の安全と健康確保対策の充実 

（６）労働安全衛生法に関する適切な対応 

３ 広報活動の強化による受講の促進 

（１）各種の助成制度活用による受講に関する広報活動の促進 

（２）パンフレットによる広報活動の強化 

（３）関係団体等に対する広報活動の強化及び遅滞ない情報の提供 

（４）新聞・放送・情報誌等による広報活動の強化 

（５）センターホームページを活用した情報発信 

４ 情報セキュリティの保持等及び防犯対策 

（１）保有個人情報の保護と保管の徹底 

（２）特定個人情報の適正な取扱い 

（３）建物・教育機器・センター車等の防犯対策 

Ⅱ 財政運営の基本方針 

１ 健全な財政基盤の構築 

（１）流動資産の計画的かつ適切な運用管理 

（２）固定資産の計画的かつ適切な運用管理 

  ①特定資産（事業運用積立金・役員退職慰労金積立金） 

  ②その他の固定資産 

２ 一般社団法人推進のための堅実・適切な財政運営 

（１）公益法人会計基準に基づく的確な会計処理 

（２）堅実な収支予算の編成と適切な執行 

   「損益計算ベース」の収支予算書に基づく適切な運用管理 

Ⅲ センターの健全な事業運営及び財政運営を図るための諸会議等 

（１）定時総会     ５月 

（２）理事会      ４月、５月、１０月、２月 



（３）会計監査     ４月（決算監査）、１０月（中間決算監査） 

（４）業務内部監査   ４月、１０月 


